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令和４年度  守口市下水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 令和４年度守口市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）水 洗 化 人 口    １４２，８００人 

 （２）年 間 総 処 理 水 量    ２６，６４０，０００㎥ 

  （３）年 間 有 収 水 量    １５，９８２，０００㎥ 

  （４）主要な建設改良事業    管 渠 整 備 事 業     工事費等  １，４３２，１７０千円  管渠更新工事等 

                 ポンプ場整備事業     工事費等    ２１７，４４３千円  ポンプ場設備更新工事等 

                 処 理 場 整 備 事 業     工事費等    ３２９，８０８千円  処理場設備更新工事等 

               

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

  第１款  下水道事業収益                         ４，４３２，３３１千円 

 第１項   営 業 収 益        ３，５９８，４６１千円 

 第２項   営 業 外 収 益          ８３３，８６０千円 

 第３項   特 別 利 益               １０千円 
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支         出 

  第１款  下水道事業費用                         ３，８４０，２６８千円 

 第１項   営 業 費 用                    ３，６２２，２６８千円 

 第２項   営 業 外 費 用                      ２１４，５００千円 

 第３項   特 別 損 失                        ３，０００千円 

 第４項   予 備 費                          ５００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，３３３，５３３千円は、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５９，８８１千円、過年度分損益勘定留保資金８７３，６５２千円、減債積立金４００，

０００千円で補てんするものとする。）。 

 

収         入 

  第１款  資本的収入                           １，８９０，４５２千円 

 第１項   企 業 債                    １，４５２，４００千円 

 第２項   他 会 計 負 担 金                        ６０，９５２千円 

 第３項   国 庫 補 助 金                      ３７７，０００千円 

 第４項   負 担 金 等                          １００千円 

 

支         出 

  第１款  資本的支出                           ３，２２３，９８５千円 

 第１項   建 設 改 良 費                    １，９７９，４２１千円 

 第２項   固 定 資 産 購 入 費                      １８３，５６４千円 

 第３項   企 業 債 償 還 金                    １，０６１，０００千円 
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（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事 業 名 総  額 年  度 年 割 額 

         千円 

 

 

 

 

 

 

 

８，８４２，５３８ 

 千円 

１資本的支出 １建設改良費 

寺方ポンプ場 

更新事業 

令和４年度 １０，０００ 

令和５年度 ３４６，９７０ 

令和６年度 ４９２，４９８ 

令和７年度 １，３８１，８６４ 

令和８年度 １，１５９，４００ 

令和９年度 １，９６４，５７６ 

令和 10 年度 ２，９９５，６２２ 

令和 11 年度 ４４４，０８８ 

令和 12 年度 ４７，５２０ 

梶ポンプ場 

汚水ポンプＮо.１ 

ほか設備工事 

１３８，１９０ 

令和４年度 ２８，０４３ 

令和５年度 １１０，１４７ 
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（債務負担行為） 

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事   項 期   間 限 度 額 

排水設備計画確認検査等業務委託事業 令和６年度まで ２８，０００ 千円 

寺方ポンプ場更新事業に係る施工監理業務委託事業 令和 12年度まで １４９，８３１ 千円 

 

 

（企業債） 

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 
起債の 

方 法 
利率 

償  還  の  方  法 

資金区分 償還期限 左のうち据置期間 償還方法 そ の 他 

下水道施設整備

事業 
 1,274,300千円  

普 通 貸 借 

(証書借入) 

又 は 

証 券 発 行 

年 

7.0％ 

以 内 

政 府 

 

地 方 公 共 

団 体 

金 融 機 構 

 

そ の 他 

40年 

以内 
5年以内 

年賦又は 

半 年 賦 

元利均等 

元金均等 

左記の条件の範囲内において借

入先に融通条件がある場合その条

件に従うことができる。 

ただし、財政の都合により償還期 

限及び据置期間を短縮し、若しくは 

繰上償還又は低利に借換えること

ができる。 

 なお、起債前借又は翌年度に繰越

して借入れることができる。 

寝屋川北部流域

下水道事業 
 178,100千円  

合 計 1,452,400千円 
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（一時借入金） 

第８条 一時借入金の限度額は、２，０００，０００千円と定める。 

 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）営業費用、営業外費用及び特別損失 

（２）建設改良費、固定資産購入費及び企業債償還金 

 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第１０条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）職員給与費        ３６２，６６３千円 

 

 

 

令和４年２月１６日提出 

                                           守口市長  西 端  勝 樹 
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1 下 水 道 事 業 収 益 4,432,331 千円

1 営 業 収 益 3,598,461

1 下 水 道 使 用 料 2,293,000 下水道使用料

2 下 水 道 施 設 使 用 料 120 下水道施設に対する使用料

3 雨 水 処 理 負 担 金 1,305,040 雨水処理に係る一般会計負担金

4 そ の 他 の 営 業 収 益 301 指定工事店指定申請手数料等

2 営 業 外 収 益 833,860

1 他 会 計 負 担 金 34,182 企業債利息等の収益的支出に係る一般会計負担金

2 長 期 前 受 金 戻 入 759,195 償却資産の減価償却等に伴う長期前受金の収益化額

3 雑 収 益 40,483 流域下水道維持管理負担金精算金等

3 特 別 利 益 10

1 過 年 度 損 益 修 正 益 10 過年度損益修正益

令和４年度    守口市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 予定額 備    考
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1 下 水 道 事 業 費 用 3,840,268 千円

1 営 業 費 用 3,622,268

1 管 渠 費 276,857 管渠の維持管理に要する費用

2 ポ ン プ 場 費 397,399 ポンプ場等の維持管理に要する費用

3 処 理 場 費 380,464 処理場の維持管理に要する費用

4 総 係 費 259,635 事業活動の全般に関連する費用

5 減 価 償 却 費 1,836,000 有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費

6 資 産 減 耗 費 20,000 有形固定資産及び無形固定資産の除却費

7 流 域 下 水 道 451,913 流域下水道の維持管理に要する負担金

維 持 管 理 負 担 金

2 営 業 外 費 用 214,500

1 支 払 利 息 及 び 174,000 企業債利息等

企 業 債 取 扱 諸 費

2 消 費 税 及 び 40,000 消費税及び地方消費税納付税額

地 方 消 費 税

3 雑 支 出 500

3 特 別 損 失 3,000

1 過 年 度 損 益 修 正 損 3,000 過年度損益修正損

4 予 備 費 500

1 予 備 費 500

支　　　出

款 項 目 予定額 備    考
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1 資 本 的 収 入 1,890,452 千円

1 企 業 債 1,452,400

1 企 業 債 1,452,400

2 他 会 計 負 担 金 60,952

1 他 会 計 負 担 金 60,952 企業債元金償還の資本的支出に係る一般会計負担金

3 国 庫 補 助 金 377,000

1 国 庫 補 助 金 377,000 国庫補助事業に充当する補助金

4 負 担 金 等 100

1 受 益 者 負 担 金 100 受益者負担金

1 資 本 的 支 出 3,223,985 千円

1 建 設 改 良 費 1,979,421

1 管 渠 整 備 費 1,432,170 管渠整備工事費等

2 ポ ン プ 場 整 備 費 217,443 ポンプ場整備工事費等

3 処 理 場 整 備 費 329,808 処理場整備工事費等

2 固 定 資 産 購 入 費 183,564

1 無形固定資産購入費 183,564 流域下水道建設負担金等

3 企 業 債 償 還 金 1,061,000

1 企 業 債 償 還 金 1,061,000 既往債償還元金

資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 予定額 備    考

管渠及びポンプ場並びに処理場整備事業に充当する企業債

支　　　出

款 項 目 予定額 備    考
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（単位　円）
１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 532,181,958

減価償却費 1,836,000,000

資産減耗費 20,000,000

退職給付引当金の増加額 6,965,000

賞与引当金の減少額 △ 1,073,000

法定福利費引当金の増加額 47,000

貸倒引当金の増加額 1,254,777

長期前受金戻入額 △ 759,195,000

支払利息及び企業債取扱諸費 174,000,000

営業及び営業外未収金等増加額 △ 37,088,789

営業及び営業外未払金等増加額 24,488,093

小計 1,797,580,039

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 174,000,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,623,580,039

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 2,020,062,271

国庫補助金による収入 377,000,000

負担金等による収入 100,000

他会計負担金による収入 60,952,000

投資活動に伴う未払金等の債務の減少額 △ 6,090,864

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,588,101,135

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

令和4年度　守口市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
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３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,452,400,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出 △ 1,061,000,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 391,400,000

現金預金の増加額 426,878,904

現金預金の期首残高 5,269,772,562

現金預金の期末残高 5,696,651,466
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 (0)

 (2)

(△2)

本年度

前年度

比 較

※　職員数の（ ）内は、短時間勤務職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の5第1項に規定する短時間勤務の職を占める職員をいう。以下同じ。）について外書き。

※　手当及び法定福利費については引当金繰入額を含む。

0  

特別職（人） 一般職（人）

職　員　数

37  

32  

0  

3  

法定福利費

（千円）

合　　計

△ 17,258  

71,158  

53,900  

（千円）

△ 72,185  

434,848  

362,663  

△ 24,274  

198,802  

134,149  

給料
（千円）

174,528  

手当
（千円）

△ 5  3  86  

86  

△ 746△ 2,205 △ 1,777 △ 1,668 △ 1,981 △ 11,037 △ 7,380

3,537 200

△ 34

本　年　度

前　年　度

△ 30,739  

164,888  

△ 54,927  

△ 1,470 7,000 △ 2,976

35,047 5,030 7,000 37,941

0

14,000 34,965

4,909 7,057 30,291 6,532 5,518 200 10,978

10,232 37,262 27,667 3,560

（千円） （千円） （千円）（千円） （千円） （千円）

手
当
の
内
訳

4,875 4,852 28,514 4,864

区 分
管理職手当

48,299

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

期末手当

（千円）

扶養手当 退職給付費
手　　当 手　　当

地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務 超過勤務

児童手当 退職手当勤勉手当

 給   与   費   明   細   書 

１　総   括

区       分

比　　較

報酬
（千円）

363,690  

308,763  

計
（千円）

給　　与　　費
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

区  分 増減額（千円）

1,255

・異動による増減
・職員の退職による減

地 域 手 当

△ 1,900 期 末 手 当 △ 1,900

勤 勉 手 当

管 理 職 手 当 △ 34

扶 養 手 当 △ 2,205

地 域 手 当 △ 1,777

住 居 手 当 △ 1,668

通 勤 手 当 △ 1,981

△ 22,374 特殊勤務手当 0

超過勤務手当 △ 746

期 末 手 当 △ 9,137

勤 勉 手 当 △ 7,380

児 童 手 当 △ 1,470

退 職 手 当 7,000

退 職 給 付 費 △ 2,976

△ 31,994

職
　
員
　
手
　
当

△ 24,274

給与改定に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分

増減事由別内訳 （千円） 説    明  （千円） 備           考

給
　
　
料

△ 30,739

給料改定に伴う増減分 0

昇 給 に 伴 う 増 加 分 令和5年1月昇給者数　　　21人

そ の 他 の 増 減 分
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３　給料及び職員手当の状況

　　（１）職員1人当たりの給与

　　（２）初　任　給

大 学 卒 195,500 同

区      分
一般行政職

（円）
一般会計の制度

（円）

高 校 卒 165,900 同

区                分 一般行政職

令和3年1月1日現在

平均給料月額（円） 337,431

平均給与月額（円） 432,700

平  均  年  齢 45歳4カ月

区                分 一般行政職

令和4年1月1日現在

平均給料月額（円） 329,200

平均給与月額（円） 421,208

平  均  年  齢 45歳4カ月
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　　（３）　級別職員数

※ 職員数の（ ）内は、短時間勤務職員について外書き。

　　（級別の基準となる職務）

主査の職務 主事の職務 副主事の職務

４　　　級 ３　　　級 ２　　　級 １　　　級

一般行政職
理事及び副理

事の職務
次長の職務 参事の職務 主幹の職務 副主幹の職務

計 32（1） 100.0

区　　　　　　分 ８　　　級 ７　　　級 ６　　　級 ５　　　級

１　　　級 0 0.0

再　 任 　用 1（1） 6.1

３　　　級 8 24.2

２　　　級 2 6.1

3 9.1

５　　　級 1 3.0

４　　　級 16 48.5
令和3年1月1日現在

８　　　級 1 3.0

７　　　級 0 0.0

６　　　級

区　　　　分
一般行政職

級 職 員 数　（人） 構 成 比　（％）

計 30（0） 100.0

再　 任 　用 2（0） 6.7

１　　　級 0 0.0

２　　　級 2 6.7

３　　　級 9 30.0

４　　　級 13 43.3

５　　　級 1 3.3

６　　　級 2 6.7

７　　　級 0 0.0

令和4年1月1日現在

８　　　級 1 3.3

区　　　　分
一般行政職

級 職 員 数　（人） 構 成 比　（％）
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　（４）　特殊勤務手当

　（５）　期末手当・勤勉手当

　※　（　）は、再任用職員の支給率を記載

　（６）　定年退職に係る退職手当

　（７）　その他の手当

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

区　　分 一般会計の制度との異同

扶　養　手　当 同

地　域　手　当 同

定年前早期退職特例措置
(２%～20%加算)

一般会計の制度
(支給率等)

同 同 同 同 同

備　　考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

その他の加算措置等

有
(1.175) (1.175) (2.35)

一般会計の制度 同 同 同 同

(1.125) (2.25)

前 年 度
2.225 2.225 4.45

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　考
６月　（月分） 12月　（月分）

本 年 度
2.150 2.150 4.30

有
(1.125)

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
1,042

平 均 支 給 月 額 ( 円 )

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 下 水 道 管 内 作 業 手 当

区　　　分
支　 給　 期 　別 　支 　給　 率

支給率計（月分）

区　　　　　　　分 一 般 行 政 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 (%) 0.15

支 給 対 象 職 員 の 比 率 (%)
53.3

令 和 4 年 １ 月 １ 日 現 在
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国(府)支出金 企業債

令和 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

1 資本的
支出

1 建設改良
費

元 600,000 250,000 350,000 323,396 323,396 32.8
逓次繰越
276,604千円

2 208,489 104,000 104,400 276,604 276,604 28.1
逓次繰越
208,489千円

3 802 0 0 209,291 209,291 21.2

4 176,000 50,000 86,000 176,000 176,000 17.9

計 985,291 404,000 540,400 600,000 209,291 176,000 985,291 100.0

令和

3 75,000 37,500 37,500 75,000 75,000 10.0

4 225,000 112,500 112,500 225,000 225,000 30.0

5 450,000 225,000 225,000 450,000 60.0

計 750,000 375,000 375,000 75,000 225,000 300,000 450,000 100.0

89

802

40,891

0 

40,000

0 

0 

0 

備 考
年度 年割額

左　の　財　源　内　訳

その他

千円

前 前 年 度

末 ま で の

支 払 義 務

発 生 額

前 年 度 末

ま で の

支 払 義 務

発 生

( 見 込 ) 額

当 該 年 度

支 払 義 務

発 生

予 定 額

当 該 年 度

末 ま で の

支 払 義 務

発 生

予 定 額

継続費の

総 額 に

対 す る

進 捗 率

0 

継 続 費 に 関 す る 調 書

款 項 事業名

全　体　計　画 翌 年 度

以降の支払

義 務

発 生

予 定 額

本町松下線
築造工事
(その1)

本町松下線
築造工事
(その2)
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国(府)支出金 企業債

令和 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

寺方ポンプ場
更新事業

4 10,000 0 0 10,000 10,000 0.1

5 346,970 23,500 323,400 346,970 3.9

6 492,498 23,500 468,900 492,498 5.6

7 1,381,864 690,900 690,900 1,381,864 15.6

8 1,159,400 579,700 579,700 1,159,400 13.1

9 1,964,576 982,200 982,300 1,964,576 22.2

10 2,995,622 1,497,800 1,497,800 2,995,622 33.9

11 444,088 222,000 222,000 444,088 5.0

12 47,520 0 47,500 47,520 0.6

計 8,842,538 4,019,600 4,812,500 10,000 10,000 8,832,538 100.0

備 考
年度 年割額

左　の　財　源　内　訳

その他

前 前 年 度

末 ま で の

支 払 義 務

発 生 額

当 該 年 度

末 ま で の

支 払 義 務

発 生

予 定 額

10,000

64

継続費の

総 額 に

対 す る

進 捗 率
千円

0 

前 年 度 末

ま で の

支 払 義 務

発 生

( 見 込 ) 額

当 該 年 度

支 払 義 務

発 生

予 定 額

翌 年 度

以降の支払

義 務

発 生

予 定 額

項

全　体　計　画

70

76

88

10,438

20

98

22

款 事業名
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国(府)支出金 企業債

令和 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

4 28,043 12,000 16,000 28,043 28,043 20.3

5 110,147 23,500 86,600 110,147 79.7

計 138,190 35,500 102,600 28,043 28,043 110,147 100.0

令和

3 60,400 29,000 31,400 0.0
逓次繰越
60,400千円

4 100,760 50,300 50,400 161,160 161,160 80.0

5 40,360 20,100 20,200 36,840 18.3

計 201,520 99,400 102,000 161,160 161,160 36,840 98.3

47

90

翌 年 度

以降の支払

義 務

発 生

予 定 額

継続費の

総 額 に

対 す る

進 捗 率
千円

43

款 項 事業名

全　体　計　画

備 考
年度 年割額

左　の　財　源　内　訳

その他

前 前 年 度

末 ま で の

支 払 義 務

発 生 額

前 年 度 末

ま で の

支 払 義 務

発 生

( 見 込 ) 額

当 該 年 度

支 払 義 務

発 生

予 定 額

当 該 年 度

末 ま で の

支 払 義 務

発 生

予 定 額

0 

60

60

120

梶ポンプ場
汚水ポンプNo.1
ほか設備工事

八雲ポンプ場
雨水ポンプNo.2
原動機ほか設備工事
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国(府)支出金 企業債

令和 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

3 24,700 9,900 14,800 24,700 24,700 27.7

4 64,400 35,400 29,000 40,750 40,750 45.8

計 89,100 45,300 43,800 24,700 40,750 65,450 73.5

令和

3 83,550 39,600 43,900 82,727 82,727 27.6

4 216,369 119,000 97,300 210,973 210,973 70.3

計 299,919 158,600 141,200 82,727 210,973 293,700 97.9

0 

0 

50

翌 年 度

以降の支払

義 務

発 生

予 定 額

69

119

千円

前 前 年 度

末 ま で の

支 払 義 務

発 生 額

前 年 度 末

ま で の

支 払 義 務

発 生

( 見 込 ) 額

当 該 年 度

支 払 義 務

発 生

予 定 額

当 該 年 度

末 ま で の

支 払 義 務

発 生

予 定 額

全　体　計　画

0 

備 考
年度 年割額

左　の　財　源　内　訳

その他

継続費の

総 額 に

対 す る

進 捗 率

守口処理場Ａ系
次亜塩素酸ソーダ
注入設備ほか工事

守口処理場
自家発電設備ほか
整備工事

款 項 事業名
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期　　　　　　間 金　　　額 期　　　　　　間 金　　　額 下水道使用料等 国庫補助金 企業債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 

窓口支援システム導入事業

(令和元年度設定分)

本町松下線築造工事監理業務委託事業（その２）

（令和３年度設定分）

排水設備計画確認検査等業務委託事業

（令和４年度設定分）

寺方ポンプ場更新事業に係る施工監理業務委託事業

（令和４年度設定分）

債 　務　 負 　担 　行　 為　 に 　関 　す　 る　 調　 書

事　　　　　項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支
左　　の　　財　　源　　内　　訳

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 払 義 務 発 生 予 定 額

1,956 令和６年度まで 2,689 2,689 0 0 0

13,500 令和５年度まで 13,500 0 0

6,886 令和３年度

9,000 4,500

28,000 令和６年度まで 28,000 28,000 0 0

0 148,700149,831 令和12年度まで 149,831

0

1,1310
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1  固　定　資　産 円 円 円 円

(1) 有　形　固　定　資　産

イ 土 地 2,741,346,497

ロ 建 物 1,614,389,477

減 価 償 却 累 計 額 △ 380,455,716 1,233,933,761

ハ 構 築 物 35,260,396,646

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,654,793,863 25,605,602,783

ニ 機 械 及 び 装 置 6,220,598,026

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,208,399,345 4,012,198,681

ホ 車 両 運 搬 具 5,676,468

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,178,707 1,497,761

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 2,307,703

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,599,200 708,503

ト 建 設 仮 勘 定 476,497,145

34,071,785,131

(2) 無　形　固　定　資　産

イ 施 設 利 用 権 4,591,574,862

ロ そ の 他 無 形 固 定 資 産 16,320,000

4,607,894,862

令和４年度    守口市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

(令和5年3月31日現在)

資    産    の    部

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計
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(3)

イ 出 資 金 4,000,000

4,000,000

38,683,679,993

2 流　動　資　産

(1) 5,696,651,466

(2) 556,174,177

△ 18,805,921 537,368,256

6,234,019,722

44,917,699,715

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 ・ 預 金

未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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3 固　定　負　債 円 円 円 円

(1)

イ 建 設 改 良 費 等の 財源

に充てるための企業債 14,592,276,010 14,592,276,010

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 89,090,364 89,090,364

14,681,366,374

4 流　動　負　債

(1)

イ 建 設 改 良 費 等の 財源

に充てるための企業債 1,005,628,181 1,005,628,181

(2) 1,314,975,570

(3)

イ 賞 与 引 当 金 12,926,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 2,613,000

15,539,000

(4) 76,983,419

2,413,126,170

5

(1) 18,847,391,657

(2) △ 5,632,038,374

13,215,353,283

30,309,845,827

負    債    の    部

企 業 債

引 当 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰　延　収　益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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6 資　本　金 円 円 円 円

(1)

イ 固 有 資 本 金 9,165,252,690 9,165,252,690

9,165,252,690

7 剰　余　金

(1)

イ 当年度未処分利益剰余金 5,442,601,198 5,442,601,198

5,442,601,198

14,607,853,888

44,917,699,715

資    本    の    部

資 本 金

資 本 金 合 計

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項

1 　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産 (2)無形固定資産

①減価償却の方法 定額法を採用している。 ①減価償却の方法 定額法を採用している。

②主な耐用年数 建物 15～50 年 ②主な耐用年数 施設利用権        45年

構築物 10～50 年

機械及び装置 6～30 年

車両運搬具 　3～5 年

工具、器具及び備品 2～15 年

2 　引当金の計上方法

(1)貸倒引当金
　　

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等による回収不能見込額を計上している。

(2)退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における下水道部在職職員に係る退職手当の要支給額に相当する金額を簡便法により計上している。

(なお、一般会計が負担すると見込まれる額14,985千円を除く。)

企業会計導入時差異(283,895千円)については、平成27年度から15年にわたり均等額を費用処理することとしている。

(3)賞与引当金
　

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額(12月から3月までの4ヶ月分)を

　  計上している。

(なお、一般会計が負担すると見込まれる額5,540千円を除く。)

(4)法定福利費引当金
　

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額(12月から3

　　月までの4ヶ月分)を計上している。

(なお、一般会計が負担すると見込まれる額1,120千円を除く。)

3 　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

令和４年度　会計に関する書類の注記
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Ⅱ． リース契約により使用する固定資産

1 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　1年内 218 千円

　1年超 654 千円

872 千円

Ⅲ． 予定貸借対照表等に関する注記

1 　企業債に関する事項

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、10,195,534千円である。

Ⅳ． その他

1 　リース取引の処理方法

　本事業は中小規模の地方公営企業に該当し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行なって

いる。

2 　引当金の目的使用による取崩し

(1)貸倒引当金

　当年度において、不納欠損金7,076千円を会計処理するため、貸倒引当金7,076千円を取り崩すこととしている。

(2)退職給付引当金

　当年度において、退職手当として28,000千円を支給するため、退職給付引当金28,000千円を取り崩すこととしている。
　(なお、一般会計が負担すると見込まれる額12,000千円を除く。)

(3)賞与引当金

　当年度において、期末手当及び勤勉手当として14,652千円(前年度の負担に属する額)を支給するため、賞与引当金14,652千円を取り崩すこととしている。

　(なお、一般会計が負担すると見込まれる額6,280千円を除く。)

(4)法定福利費引当金

　当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として2,893千円(前年度の負担に属する額)を支出するため、法定福利費引当金2,893千円を取り

崩すこととしている。

　(なお、一般会計が負担すると見込まれる額1,240千円を除く。)

3 　一般会計負担金に関する事項

　一般会計が負担するものについて1,400,174千円（うち、100,000千円の精算分を含む。）を負担金として計上している。なお、一般会計の精算は当年度で

終了となる。

計
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1 営　業　収　益 円 円 円

(1) 2,109,768,182

(2) 109,091

(3) 1,315,922,000

(4) 301,000 3,426,100,273

2 営　業　費　用

(1) 239,911,538

(2) 322,316,526

(3) 293,713,140

(4) 227,557,635

(5) 1,843,446,061

(6) 18,399,526

(7) 410,983,637 3,356,328,063

69,772,210

3 営　業　外　収　益

(1) 28,773,000

(2) 775,697,212

(3) 37,377,357 841,847,569

令和３年度    守口市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

　　　（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

下 水 道 使 用 料

下 水 道 施 設 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金

そ の 他 の 営 業 収 益

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

流域下水道維持管理負担金

営 業 利 益

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益
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4 営　業　外　費　用

(1) 184,193,370

(2) 30,011,854 214,205,224 627,642,345

697,414,555

5 特　別　利　益

(1) 9,091 9,091

6 特　別　損　失

(1) 2,727,273 2,727,273 △ 2,718,182

694,696,373

3,815,722,867

400,000,000

4,910,419,240

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額
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1  固　定　資　産 円 円 円 円

(1) 有　形　固　定　資　産

イ 土 地 2,741,346,497

ロ 建 物 1,108,354,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 335,944,284 772,409,716

ハ 構 築 物 33,267,842,859

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,435,239,822 24,832,603,037

ニ 機 械 及 び 装 置 6,220,598,026

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,865,767,217 4,354,830,809

ホ 車 両 運 搬 具 5,676,468

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,993,532 1,682,936

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 2,307,703

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,481,976 825,727

ト 建 設 仮 勘 定 1,182,688,672

33,886,387,394

(2) 無　形　固　定　資　産

イ 施 設 利 用 権 4,653,698,498

ロ そ の 他 無 形 固 定 資 産 16,320,000

4,670,018,498

令和３年度    守口市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

(令和4年3月31日現在)

資    産    の    部

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計
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(3)

イ 出 資 金 4,000,000

4,000,000

38,560,405,892

2 流　動　資　産

(1) 5,269,772,562

(2) 519,085,388

△ 17,551,144 501,534,244

5,771,306,806

44,331,712,698

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 ・ 預 金

未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産



－ 31 －

3 固　定　負　債 円 円 円 円

(1)

イ 建 設 改 良 費 等の 財源

に充てるための企業債 14,145,938,603 14,145,938,603

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 82,125,364 82,125,364

14,228,063,967

4 流　動　負　債

(1)

イ 建 設 改 良 費 等の 財源

に充てるための企業債 1,060,565,588 1,060,565,588

(2) 1,296,578,341

(3)

イ 賞 与 引 当 金 14,652,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 2,893,000

17,545,000

(4) 76,983,419

2,451,672,348

5

(1) 18,449,147,827

(2) △ 4,872,843,374

13,576,304,453

30,256,040,768

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰　延　収　益

長 期 前 受 金

引 当 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

未 払 金

引 当 金

負    債    の    部

企 業 債
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6 資　本　金 円 円 円 円

(1)

イ 固 有 資 本 金 9,165,252,690 9,165,252,690

9,165,252,690

7 剰　余　金

(1)

イ 当年度未処分利益剰余金 4,910,419,240 4,910,419,240

4,910,419,240

14,075,671,930

44,331,712,698

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資    本    の    部

資 本 金

資 本 金 合 計
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Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項

1 　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産 (2)無形固定資産

①減価償却の方法 定額法を採用している。 ①減価償却の方法 定額法を採用している。

②主な耐用年数 建物 15～50 年 ②主な耐用年数 施設利用権        45年

構築物 10～50 年

機械及び装置 6～30 年

車両運搬具 　3～5 年

工具、器具及び備品 2～15 年

2 　引当金の計上方法

(1)貸倒引当金
　　

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等による回収不能見込額を計上している。

(2)退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における下水道部在職職員に係る退職手当の要支給額に相当する金額を簡便法により計上している。

(なお、一般会計が負担すると見込まれる額5,678千円を除く。)

企業会計導入時差異(283,895千円)については、平成27年度から15年にわたり均等額を費用処理することとしている。

(3)賞与引当金
　

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額(12月から3月までの4ヶ月分)を

　  計上している。

(なお、一般会計が負担すると見込まれる額6,280千円を除く。)

(4)法定福利費引当金
　

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額(12月から3

　　月までの4ヶ月分)を計上している。

(なお、一般会計が負担すると見込まれる額1,240千円を除く。)

3 　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

令和３年度　会計に関する書類の注記
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Ⅱ． リース契約により使用する固定資産

1 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　1年内 218 千円

　1年超 872 千円

1,090 千円

Ⅲ． 予定貸借対照表等に関する注記

1 　企業債に関する事項

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、10,107,658千円である。

Ⅳ． その他

1 　リース取引の処理方法

　本事業は中小規模の地方公営企業に該当し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行なって

いる。

2 　引当金の目的使用による取崩し

(1)貸倒引当金

　当年度において、不納欠損金5,967千円を会計処理するため、貸倒引当金5,967千円を取り崩すこととしている。

(2)退職給付引当金

　当年度において、退職手当とし10,500千円を支給するため、退職給付引当金10,500千円を取り崩すこととしている。
　(なお、一般会計が負担すると見込まれる額4,500千円を除く。)

(3)賞与引当金

　当年度において、期末手当及び勤勉手当として19,785千円(前年度の負担に属する額)を支給するため、賞与引当金19,785千円を取り崩すこととしている。

　(なお、一般会計が負担すると見込まれる額8,480千円を除く。)

(4)法定福利費引当金

　当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として3,802千円(前年度の負担に属する額)を支出するため、法定福利費引当金3,802千円を取り

崩すこととしている。

　(なお、一般会計が負担すると見込まれる額1,630千円を除く。)

3 　一般会計負担金に関する事項

　一般会計が負担するものについて1,402,414千円（うち、100,000千円の精算分を含む。）を負担金として計上している。なお、一般会計が精算すると見込まれ

る額は、100,000千円である。

計



－ 35 －



－ 29 －



－ 35 －



－ 35 －

収　　入

1 下水道事業収益 4,432,331 千円

1 営 業 収 益 3,598,461

1 下 水 道 使 用 料 2,293,000

1 下 水 道 使 用 料 2,293,000 一　 般　 用 有 収 水 量 15,764,000 ㎥

調 定 金 額 2,287,000 千円

公衆浴場用 有 収 水 量 218,000 ㎥

調 定 金 額 6,000 千円

2 下 水 道 施 設 120

使 用 料

1 下 水 道 施 設 120 下水道施設使用料

使 用 料

3 雨 水 処 理 負 担 金 1,305,040

1 雨 水 処 理 負 担 金 1,305,040 雨水処理に対する一般会計からの負担金

4 その 他の 営業収益 301

1 手 数 料 301

2 営 業 外 収 益 833,860

1 他 会 計 負 担 金 34,182

1 他 会 計 負 担 金 34,182

2 長 期 前 受 金 戻 入 759,195

1 国 庫 補 助 金 477,178

長 期 前 受 金 戻 入

2 他 会 計 負 担 金 132,104

長 期 前 受 金 戻 入

3 府 補 助 金 39,290

長 期 前 受 金 戻 入

4 受 益 者 負 担 金 13,967

長 期 前 受 金 戻 入

5 受 贈 財 産 評 価 額 96,656

長 期 前 受 金 戻 入

減価償却に伴う受益者負担金長期前受金の収益化額

減価償却に伴う受贈財産評価額長期前受金の収益化額

企業債利息等の収益的支出に係る一般会計負担金

減価償却に伴う国庫補助金長期前受金の収益化額

減価償却に伴う他会計負担金長期前受金の収益化額

減価償却に伴う府補助金長期前受金の収益化額

指定工事店指定申請手数料等

令和４年度    守口市下水道事業会計予算実施計画説明書

収益的収入及び支出

款 項 目 節 予定額 備　　考



－ 36 －

3 雑 収 益 40,483 千円

1 そ の 他 の 雑 収 益 40,483

3 特 別 利 益 10

1 過年度損益修正益 10

1 過年度損益修正益 10 過年度損益修正益

款 項 目 節 予定額 備　　考

流域下水道維持管理負担金精算金等
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支　　出

1 下水道事業費用 3,840,268 千円

1 営 業 費 用 3,622,268

1 管 渠 費 276,857

1 給 料 36,225

2 手 当 等 23,487 1,173 千円

6,055 千円

672 千円

987 千円

100 千円

1,484 千円

7,269 千円

5,187 千円

560 千円

3 賞与引当金繰入額 3,220 賞与引当金計上のための繰入額

4 法 定 福 利 費 12,591 職員共済組合負担金

5 法 定 福 利 費 747 法定福利費引当金計上のための繰入額

引 当 金 繰 入 額

6 備 消 耗 品 費 676 事務事業用備品消耗品費

7 被 服 費 63 作業服等購入費

8 燃 料 費 574 事業用燃料費

9 印 刷 製 本 費 39 図面等印刷費

10 光 熱 水 費 136 光熱水費

11 修 繕 費 138 器具修繕費

12 使 用 料 1,224 下水道台帳機器等使用料

13 委 託 料 117,950 管渠浚渫業務委託等

14 工 事 請 負 費 74,200 下水道施設維持補修工事等

15 材 料 費 2,419 修繕工事用材料費

16 会 費 及 び 負 担 金 3,168 工事負担金

2 ポ ン プ 場 費 397,399

1 給 料 10,319

2 手 当 等 7,726 456 千円

款 項 目 節 予定額 備　　考

一 般 職 給

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

特 殊 勤 務 手 当

超 過 勤 務 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

児 童 手 当

一 般 職 給

扶 養 手 当
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千円 2,722 千円

101 千円

488 千円

2,093 千円

1,626 千円

240 千円

3 賞与引当金繰入額 1,027 賞与引当金計上のための繰入額

4 法 定 福 利 費 4,077 職員共済組合負担金

5 法 定 福 利 費 327 法定福利費引当金計上のための繰入額

引 当 金 繰 入 額

6 備 消 耗 品 費 24 事務事業用備品消耗品費

7 薬 品 費 18 ポンプ場用薬品費

8 燃 料 費 12 事業用燃料費

9 光 熱 水 費 7,906 光熱水費

10 修 繕 費 203 器具修繕費

11 通 信 運 搬 費 1,456 電話料等

12 委 託 料 233,526 ポンプ場運転操作等業務委託等

13 工 事 請 負 費 67,843 ポンプ場施設維持補修工事費

14 材 料 費 238 修繕材料費等

15 動 力 費 62,697 事業用動力費

3 処 理 場 費 380,464

1 給 料 9,337

2 手 当 等 8,336 360 千円

2,543 千円

672 千円

244 千円

561 千円

2,022 千円

1,574 千円

360 千円

3 賞与引当金繰入額 886 賞与引当金計上のための繰入額

4 法 定 福 利 費 3,878 職員共済組合負担金

期 末 手 当

款 項 目 節 予定額 備　　考

勤 勉 手 当

児 童 手 当

一 般 職 給

地 域 手 当

通 勤 手 当

超 過 勤 務 手 当

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

超 過 勤 務 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

児 童 手 当

通 勤 手 当
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5 法 定 福 利 費 186 千円 法定福利費引当金計上のための繰入額

引 当 金 繰 入 額

6 備 消 耗 品 費 1,572 事務事業用備品消耗品費

7 薬 品 費 9,225 処理場用薬品費

8 燃 料 費 309 事業用燃料費

9 光 熱 水 費 3,222 光熱水費

10 修 繕 費 152 器具及び車両修繕費

11 通 信 運 搬 費 1,069 電話料等

12 使 用 料 15 放送受信料

13 委 託 料 271,514 処理場運転操作等業務委託等

14 工 事 請 負 費 29,591 処理場施設維持補修工事費

15 材 料 費 43 修繕材料費等

16 動 力 費 41,129 事業用動力費

4 総 係 費 259,635

1 給 料 13,919

2 手 当 等 28,410 987 千円

318 千円

3,434 千円

672 千円

505 千円

1,897 千円

3,382 千円

2,675 千円

540 千円

14,000 千円

3 賞与引当金繰入額 1,447 賞与引当金計上のための繰入額

4 退 職 給 付 費 34,965 退職給付引当金計上のための繰入額

5 法 定 福 利 費 6,708 6,108 千円

100 千円

500 千円

6 法 定 福 利 費 280 法定福利費引当金計上のための繰入額

引 当 金 繰 入 額

款 項 目 節 予定額 備　　考

一 般 職 給

管 理 職 手 当

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

超 過 勤 務 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

児 童 手 当

退 職 手 当

職 員 共 済 組 合 負 担 金

社 会 保 険 料

地方公務員災害補償負担金
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7 厚 生 費 413 千円 職員定期健康診断料等厚生費

8 災 害 補 償 費 1 災害補償費

9 旅 費 451 普通旅費

10 備 消 耗 品 費 168 事務事業用備品消耗品費

11 印 刷 製 本 費 139 予算書及び決算書印刷費

12 修 繕 費 861 車両修繕費等

13 通 信 運 搬 費 615 郵便及び電話料等

14 手 数 料 11 自動車定検手数料

15 保 険 料 1,304 自動車及び火災保険料

16 委 託 料 2,520 ソフトウェア保守委託料等

17 会 費 及 び 負 担 金 158,719 日本下水道協会費

徴収負担金

西三荘抽水所維持管理負担金

18 交 付 金 384 職員厚生会に対する交付金

19 研 修 費 191 研修会参加費

20 補償補填及び賠償金 1 下水道施設等賠償金

21 償 還 金 10 下水道使用料過誤納償還金

22 公 租 公 課 費 118 自動車重量税等

23 貸倒引当金繰入額 8,000 貸倒引当金計上のための繰入額

5 減 価 償 却 費 1,836,000

1 有 形 固 定 資 産 1,607,000 44,512 千円

減 価 償 却 費 1,219,554 千円

342,632 千円

185 千円

117 千円

2 無 形 固 定 資 産 229,000 流域下水道施設利用権等減価償却費

減 価 償 却 費

6 資 産 減 耗 費 20,000

1 固 定 資 産 除 却 費 20,000 管渠等除却費

款 項 目 節 予定額 備　　考

建 物 減 価 償 却 費

構 築 物 減 価 償 却 費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

工具、器具及び備品減価償却費
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7 流 域 下 水 道 451,913 千円

維 持 管 理 負 担 金

1 流 域 下 水 道 451,913

維 持 管 理 負 担 金

2 営 業 外 費 用 214,500

1 支 払 利 息 及 び 174,000

企 業 債 取 扱 諸 費

1 企 業 債 利 息 171,000 既往債に対する利息

2 一 時 借 入 金 利 息 3,000 一時借入金利息

2 消 費 税 及 び 40,000

地 方 消 費 税

1 消 費 税 及 び 40,000 消費税及び地方消費税納付税額

地 方 消 費 税

3 雑 支 出 500

1 そ の 他 雑 支 出 500

3 特 別 損 失 3,000

1 過年度損益修正損 3,000

1 過年度損益修正損 3,000 過年度損益修正損

4 予 備 費 500

1 予 備 費 500

1 予 備 費 500

備　　考

その他雑支出

流域下水道維持管理負担金

款 項 目 節 予定額
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収　　入

1 資 本 的 収 入 1,890,452 千円

1 企 業 債 1,452,400

1 企 業 債 1,452,400

1 建 設 改 良 費 債 1,452,400 1,274,300 千円

178,100 千円

2 他 会 計 負 担 金 60,952

1 他 会 計 負 担 金 60,952

1 他 会 計 負 担 金 60,952

3 国 庫 補 助 金 377,000

1 国 庫 補 助 金 377,000

1 国 庫 補 助 金 377,000 国庫補助事業に充当する補助金

4 負 担 金 等 100

1 受 益 者 負 担 金 100

1 受 益 者 負 担 金 100 受益者負担金

支　　出

1 資 本 的 支 出 3,223,985 千円

1 建 設 改 良 費 1,979,421

1 管 渠 整 備 費 1,432,170

1 給 料 33,460

2 手 当 等 31,454 1,587 千円

852 千円

6,072 千円

1,240 千円

814 千円

100 千円

4,524 千円

9,032 千円

管渠及びポンプ場並びに処理

場整備事業に充当する企業債

資本的収入及び支出

款 項 目 節 予定額 備　　考

寝屋川北部流域下水道事業費債

企業債元金の資本的支出に係る一般会計負担金

款 項 目 節 予定額 備　　考

一 般 職 給

管 理 職 手 当

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

特 殊 勤 務 手 当

超 過 勤 務 手 当

期 末 手 当
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千円 6,613 千円

620 千円

3 法 定 福 利 費 12,796 職員共済組合負担金

4 備 消 耗 品 費 452 事務事業用備品消耗品費

5 燃 料 費 89 事業用燃料費

6 手 数 料 80 境界道路認定手数料

7 使 用 料 695 積算システム使用料等

8 委 託 料 203,828 管渠関連業務委託等

9 工 事 請 負 費 1,129,316 管渠更新工事費等

10 会 費 及 び 負 担 金 20,000 移設負担金

2 ポ ン プ 場 整 備 費 217,443

1 報 酬 86 非常勤職員報酬

2 給 料 18,378

3 手 当 等 18,711 1,587 千円

834 千円

4,551 千円

618 千円

687 千円

430 千円

5,448 千円

4,176 千円

380 千円

4 法 定 福 利 費 7,724 職員共済組合負担金

5 委 託 料 12,798 ポンプ場関連業務委託等

6 工 事 請 負 費 159,746 ポンプ場設備更新工事費等

3 処 理 場 整 備 費 329,808

1 給 料 12,511

2 手 当 等 14,859 714 千円

859 千円

3,137 千円

990 千円

199 千円

一 般 職 給

管 理 職 手 当

款 項 目 節 予定額 備　　考

地 域 手 当

住 居 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

勤 勉 手 当

児 童 手 当

扶 養 手 当

地 域 手 当

期 末 手 当

児 童 手 当

一 般 職 給

扶 養 手 当

通 勤 手 当

超 過 勤 務 手 当

管 理 職 手 当

勤 勉 手 当
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千円 848 千円

4,096 千円

3,156 千円

860 千円

3 法 定 福 利 費 4,586 職員共済組合負担金

4 委 託 料 9,000 処理場関連業務委託

5 工 事 請 負 費 288,852 処理場設備更新工事費等

2 固定資産購入費 183,564

1 無 形 固 定 資 産 183,564

購 入 費 1 寝 屋 川 北 部 流 域 183,091 流域下水道建設負担金

下水道建設負担金

2 施 設 利 用 権 購 入 473 大阪湾広域廃棄物埋立処分場整備事業負担金

3 企 業 債 償 還 金 1,061,000

1 企 業 債 償 還 金 1,061,000

1 企 業 債 償 還 金 1,061,000 既往債償還元金

款 項 目 節 予定額 備　　考

期 末 手 当

勤 勉 手 当

超 過 勤 務 手 当

児 童 手 当
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1 営 業 収 益 3,637,088 千円 81.8 ％ 3,598,461 千円 81.2 ％ △ 38,627 千円

1 下 水 道 使 用 料 2,320,745 52.2 2,293,000 51.7 △ 27,745

2 下水道施設使用料 120 0.0 120 0.0 0

3 雨 水 処 理 負 担 金 1,315,922 29.6 1,305,040 29.5 △ 10,882

4 その他の営業収益 301 0.0 301 0.0 0

2 営 業 外 収 益 811,352 18.2 833,860 18.8 22,508

1 他 会 計 負 担 金 28,773 0.6 34,182 0.8 5,409

2 長 期 前 受 金 戻 入 741,958 16.7 759,195 17.1 17,237

3 雑 収 益 40,621 0.9 40,483 0.9 △ 138

3 特 別 利 益 10 0.0 10 0.0 0

1 過年度損益修正益 10 0.0 10 0.0 0

4,448,450 100.0 4,432,331 100.0 △ 16,119計

収益的収入予算対前年度比較表

項　　　目 前年度 構成比 当年度 構成比 増　減
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1 人 件 費 259,041 千円 6.8 ％ 208,098 千円 5.4 ％ △ 50,943 千円

1 直 接 人 件 費 220,781 5.8 179,304 4.7 △ 41,477

2 付 帯 人 件 費 38,260 1.0 28,794 0.7 △ 9,466

2 物 件 費 1,441,144 37.9 1,558,170 40.6 117,026

1 動 力 費 84,095 2.2 103,826 2.7 19,731

2 光 熱 水 費 9,975 0.3 11,264 0.3 1,289

3 修 繕 費 1,213 0.0 1,354 0.0 141

4 材 料 費 2,990 0.1 2,700 0.1 △ 290

5 薬 品 費 7,959 0.2 9,243 0.2 1,284

6 委 託 料 536,513 14.1 625,510 16.3 88,997

7 工 事 請 負 費 168,026 4.4 171,634 4.5 3,608

8 流 域 下 水 道 452,082 11.9 451,913 11.8 △ 169

維 持 管 理 負 担 金

9 そ の 他 178,291 4.7 180,726 4.7 2,435

3 減 価 償 却 費 1,847,000 48.6 1,836,000 47.8 △ 11,000

4 資 産 減 耗 費 22,000 0.6 20,000 0.5 △ 2,000

5 支 払 利 息 及 び 189,300 5.0 174,000 4.5 △ 15,300

企 業 債 取 扱 諸 費 1 企 業 債 利 息 186,300 4.9 171,000 4.4 △ 15,300

2 一 時 借 入 金 利 息 3,000 0.1 3,000 0.1 0

6 そ の 他 の 費 用 44,000 1.1 44,000 1.2 0

3,802,485 100.0 3,840,268 100.0 37,783計

性質別収益的支出予算対前年度比較表

項　　　目 前年度 構成比 当年度 構成比 増　減
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1 営 業 費 用 3,569,185 千円 93.9 ％ 3,622,268 千円 94.3 ％ 53,083 千円

1 管 渠 費 289,935 7.6 276,857 7.2 △ 13,078

2 ポ ン プ 場 費 358,862 9.4 397,399 10.3 38,537

3 処 理 場 費 338,369 8.9 380,464 9.9 42,095

4 総 係 費 260,937 6.9 259,635 6.8 △ 1,302

5 減 価 償 却 費 1,847,000 48.6 1,836,000 47.8 △ 11,000

6 資 産 減 耗 費 22,000 0.6 20,000 0.5 △ 2,000

7 流 域 下 水 道 452,082 11.9 451,913 11.8 △ 169

維 持 管 理 負 担 金

2 営 業 外 費 用 229,800 6.0 214,500 5.6 △ 15,300

1 支 払 利 息 及 び 189,300 5.0 174,000 4.5 △ 15,300

企 業 債 取 扱 諸 費

2 消 費 税 及 び 40,000 1.0 40,000 1.1 0

地 方 消 費 税

3 雑 支 出 500 0.0 500 0.0 0

3 特 別 損 失 3,000 0.1 3,000 0.1 0

1 過 年 度 損 益 修 正 損 3,000 0.1 3,000 0.1 0

4 予 備 費 500 0.0 500 0.0 0

3,802,485 100.0 3,840,268 100.0 37,783

項　　　目 前年度 構成比 当年度 構成比 増　減

計

目的別収益的支出予算対前年度比較表
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下水道事業施工予定図

大枝ポンプ場ポンプ室給気ファン3号ほか整備工事

梶ポンプ場汚水ポンプNo.1ほか設備工事【R4～R5】

下水道改築工事第1工区

下水道改築工事第2工区

本町松下線築造工事（その1）【R1～R4】

本町松下線築造工事（その2）【R3～R5】

八雲ポンプ場雨水ポンプ№2原動機ほか設備工事【R3～R5】

下水道管渠耐震化工事第1工区

下水道管渠耐震化工事第2工区

下水道改築工事第3工区

ポンプ場水中ポンプ整備工事

ポンプ場計装設備整備工事

下水道管渠角落設置工事

守口処理場計装設備整備工事

守口処理場発電機室空調設備工事

守口処理場自家発電設備ほか整備工事【R3～R4】

守口処理場A系次亜塩素酸ソーダ注入設備ほか工事【R3～R4】

寺方ポンプ場更新事業【R4～R12】
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